
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分

１　 景気・雇用対策

(1)公共事業等の事業量の確保 ６８億１，３９９万円

9月補正後対平成13年度比　91.2％（地方財政計画　90.5％）
2,504,396千円
4,309,590千円

(2)中小企業金融対策

◎ 中小企業融資円滑化推進費（経済労働部　中小企業課） ７，５１０万円

県内の中小企業者が必要とする資金の融通と信用補完制度の円滑化を目的として、県信用保証
協会の経営基盤を強化するための支援を行う。

中小企業振興資金貸付金（経済労働部　中小企業課） ６０億円
（年末資金）

180億円（貸付原資60億円）
短期運転資金
1,400万円
年1.7％（保証付　年1.2％（保証料　年0.85％））
5か月以内

(3)雇用対策

離転職者等緊急職業能力開発事業費(経済労働部　労政雇用課） １，０５０万円

中高年ホワイトカラー離転職者等の再就職支援のため、「OAビジネス高度コース」及び「医療事
務コース」の定員を増員するとともに「営業・販売コース」を新設する。

(科目) 　(校名) 　(増員（定員）数) （訓練期間)
新居浜校 20人 2か月以内
今治校 10人 (200時間）
松山校 10人
宇和島校 10人
　　計 50人
新居浜校 10人 3か月標準
今治校 10人 (300時間）
　　計 20人
新居浜校 10人 3か月標準

(300時間）
負担区分 国10/10

平成１４年度９月補正予算の主な事業について

県単独事業
公 共 事 業

融 資 枠
使 途
限 度 額
利 率
期 間

OAビジネス高度コース

医 療 事 務 コ ー ス

営 業 ・ 販 売 コ ー ス
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新緊急地域雇用創出基金を活用した事業展開 １，０８７万円

◎ 障害者求人開拓推進事業費（経済労働部　労政雇用課） ２１６万円

障害者の雇用の促進と職場定着を図るため、「障害者求人開拓推進員」（2人）を設置し、
企業訪問による相談・指導等を行う。
[（社）県障害者雇用促進協会に委託]

◎ 例規等電子ファイル化推進事業費（企画情報部　情報政策課） ４３３万円

使用頻度の高い県庁内の要綱、要領、コード表、マニュアル類等を庁内ＬＡＮ上で閲覧、
ダウンロード可能なシステムを構築する。
[民間業者に委託]

〇 地域人材活用教育等推進事業費（教育委員会　教育総務課） ４３８万円

県立図書館に寄贈を受けた未整理の図書（約12,000冊）について、データベース検索を
実施し、図書館で利用できるようバーコードラベル貼付等を行う。
[民間業者に委託]
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２　市町村合併の推進

〇 市町村合併支援道路整備事業費（土木部　道路建設課） ５億円

合併重点支援地域に指定され、実質的な合併協議を進めている圏域内の道路網整備を促進
対象路線 市町村合併を支援する県管理国道及び県道の内から地元合併協議会と協議

のうえ決定
対象工種 道路改良、橋りょう整備、舗装新設
期間 14年度～16年度

（県93/100　市町村7/100）

◎ 国民健康保険広域化等支援基金積立金（保健福祉部　高齢者福祉課） １億７，５６５万円

国民健康保険事業の運営の広域化及び保険財政の安定化を図るため、支援基金を設置する。
基金名 県国民健康保険広域化等支援基金
基金事業の概要
貸付事業
保険財政広域化支援事業 市町村合併等の広域化に際し、旧市町村の保険料

の急激な引き上げを緩和するため無利子貸付を行う。
保険財政自立支援事業 国保事業において財政赤字が見込まれる場合に、

その赤字を一時的に補填するため無利子貸付を行う。
交付事業 広域化に伴う広報啓発事業　など

基金造成額
175,528千円×3か年（14年度～16年度）＝526,584千円（運用利子を除く。）

負担区分 国1/2　県1/2
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３　福祉・保健医療対策

〇 児童福祉施設等整備事業費（保健福祉部　児童福祉課） ４，９９５万円

（事業主体） （施設名） （構造） （面積） （期間）
八幡浜市 八幡浜児童センター ＲＣ2Ｆ 450.00㎡ 14年度～15年度
伊予市 伊予市児童館 ＲＣ2Ｆ 353.63㎡ 14年度
負担区分 国1/3　県1/3　（事業主体1/3）

〇 介護予防拠点整備事業費（保健福祉部　高齢者福祉課） ２億９，３３２万円

地域の実情に応じ市町村が高齢者の介護予防や健康増進などの事業を行うための拠点となる
施設整備に対して助成する。
（市町村名） （拠点施設名） （整備目的） （整備概要）
川之江市 老人憩の家高齢者 生きがいと健康づくり 新設

生きがい活動作業所
菊間町 亀岡多目的集会所 介護予防、 エレベータの設置、

生きがい活動支援 スロープの設置
老人福祉センター 介護予防、 機能回復訓練室等の改修

生きがい活動支援
グループリビング 生活支援 新設

内子町 大瀬公民館 生きがい活動支援 公民館1Ｆの全面改修
三瓶町 朝立ふれあいプラザ 介護予防、 新設

生きがい活動支援
野村町 老人憩の家 生きがい活動支援 手すり、スロープの設置、

天井・壁・畳張替　など
広見町 生きがいづくりセンター 生きがい活動支援 手すり、スロープの設置、

天井・壁張替　など
城辺町 高齢者共同住宅 生活支援 新設
負担区分 国10/10

◎ 障害者パソコンボランティア養成・派遣事業費（保健福祉部　障害福祉課） ２２４万円

障害者パソコンボランティア養成事業
委託先 県障害者社会参加推進センター
養成対象 パソコンに習熟し障害者への支援に熱意を有する者（14年度20人（2クラス））
登録 講習を終了した者は本人の承諾を得て障害者パソコンボランティアとして登録
障害者パソコンボランティア派遣事業
委託先 県障害者社会参加推進センター
派遣対象 派遣を希望する重度の視覚障害又は上肢不自由者（14年度派遣回数120回）
負担区分 国1/2　県1/2

◎ ハンセン病療養所入所者社会復帰支援事業費（保健福祉部　健康増進課） ２５４万円

ハンセン病療養所入所者が退所する決意を固める際に大きな支障となっている住宅費、医療費
及び介護費の負担を軽減することにより、社会復帰を支援する。
ハンセン病療養所退所者住宅費助成事業
対象者 ハンセン病療養所退所者で県内に在住する者
内容 助成金の額は月単位とし、県職員の住居手当に準じた額を助成

ハンセン病療養所退所者医療費・介護費助成事業
対象者 ハンセン病療養所退所者で県内に在住する者
内容 医療費及び介護費の自己負担額の全額を助成
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病院群輪番制病院設備整備事業費（保健福祉部　保健福祉課） ２，９４３万円

事業主体 新居浜・西条 松山市 松山市
広域市町村圏事務組合

対象病院 済生会西条病院 野本記念病院 松山城東病院
整備機器 人工呼吸器 画像読取装置 脳神経外科用手術顕微鏡

マイコン心電計
電気手術器　など

負担区分 国1/3　県1/3　（事業主体1/3）

〇 休日夜間急患センター施設整備事業費（保健福祉部　保健福祉課） １，２３１万円

松山市急患医療センターの移転新築経費に助成することにより、地域住民の急病患者の医療
を確保する。

松山市萱町六丁目（松山市保健センター隣接地）
ＲＣ2Ｆ
700㎡
14年10月～15年3月

国1/3　県1/3　（市1/3）

医療施設近代化施設整備事業費（保健福祉部　保健福祉課） ４，１９３万円

医療法人　光佑会
黒田病院（精神科）
伊予郡松前町
現敷地内での移転新築　ＲＣ5Ｆ　6,972.79㎡
14年度～15年度
国1/3　県1/6（限度額　2,000万円）　（事業主体1/2）

〇 院内感染対策設備整備事業費（保健福祉部　保健福祉課） ６１万円

医療法人財団　仁清会
野本記念病院
松山市
自動手指熱風消毒器6台
国1/3　県1/3　（事業主体1/3）

○ 国民健康保険診療施設整備事業費（保健福祉部　高齢者福祉課） ４，６２６万円

設備整備
魚島村 広田村
魚島村国民健康保険診療所 広田村国民健康保険診療所
エコー診断装置 電子内視鏡システム
国1/2　（村1/2） 国1/2　（村1/2）

施設整備
新宮村
新宮村国民健康保険診療所

ＲＣ造　地上3階　地下1階
1,584.93㎡
12床
14年度～15年度

国1/2　（村1/2）負 担 区 分

負 担 区 分

事業主体
対象病院
所 在 地
整備機器
負担区分

負 担 区 分

事 業 主 体

対 象 病 院
所 在 地
構造 ・ 規 模
期 間

事 業 主 体

移 転 先
整備内容

負担区分

期 間

事 業 主 体
対象診療所
整 備 機 器

対象診療所
整 備 内 容

延床面積
構 造

工 期

延床面積
構 造

病 床 数
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◎ 小児初期救急医療整備促進モデル事業費（保健福祉部　保健福祉課） ３２０万円

実施主体 今治市（委託先　今治市医師会）
事業内容 地域の実情に応じた小児初期救急医療確保のためのモデル的事業

日曜・祝日における小児科在宅当番医制の実施
休日夜間急患センターへの小児科医の出務の促進
小児科医と病院群輪番制病院との小児救急に係る連携の強化

期　　　間 14年度～16年度（3年間）
負担区分 国1/3　県1/3　（市1/3）

◎ かかりつけ医定着促進モデル事業費（保健福祉部　保健福祉課） ５９７万円

医療施設の機能分化を推進するため、かかりつけ医の定着、患者紹介率の向上、平均在院日数
の短縮等を目標に、医療の質の向上及び医療提供体制の効率化を図る。
実施地域 松山圏域（二次医療圏）
期　　　間 3年間（14年度～16年度）
委託先 (社）松山市医師会
事業内容
かかりつけ医定着に向けての事業
ホームページ、メールマガジン等の活用による住民向けの情報提供
かかりつけ医相談窓口の設置、高額医療機器の共同利用

紹介率向上に向けての事業
病院地域医療連携室との連携促進、医療機関等を対象とした研修会の開催
ＩＴ等の活用による診療連携

負担区分 国1/2　県1/2

◎ 高次医療施設事業化調査費（保健福祉部　保健福祉課） ７４８万円

高次医療施設専門委員会により取りまとめた「高次医療施設整備に係る調査事業報告書」で明ら
かになった課題を踏まえ、民間調査機関に委託して、より詳細な調査を行うとともに、庁内検討委員
会で検討を行う。
庁内検討委員会の設置
構成 委員（10人）

ワーキンググループ（班員14人）
高次医療施設事業化調査

民間調査機関
高次医療施設受診者動向の把握
運営主体の詳細検討
事業収支計画の作成
設置箇所の詳細調査 など

◎ 動物愛護センターの開園（保健福祉部　薬務衛生課） ４，６３２万円

愛護機能 動物愛護啓発事業
しつけ方教室、ふれあい教室、飼育相談　など
動物譲渡事業
譲渡会月1回（第2土曜日）開催
負傷動物収容治療事業
収容機関 動物愛護センター及び保健所

管理機能 未登録犬等の収容、処分　など
松山市東川町
14年12月1日（日） （同日、落成式、オープニングイベントを実施）

ＲＣ造平屋626㎡
ＲＣ造平屋487㎡
木造一部ＲＣ造平屋80㎡
木造平屋150㎡　など休 憩 棟

委 託 先
調査内容

センターの機能

開 設 場 所
開 園 日

愛 護 棟
管 理 棟
動物舎棟

施 設 の 概 要
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４　生活基盤整備及び環境対策

ケーブルテレビ施設整備助成事業費（企画情報部　情報政策課） １，７１２万円

地域の住民生活に必要不可欠な映像情報を提供するとともに、文化・教養情報など多様な情報
の提供を通じて、情報化の均衡ある発展を図るため、第三セクターが実施するケーブルテレビ施設
整備事業に対し助成する。
（補助対象）

宇和島ケーブルテレビ（株） 伝送路地中化等
新居浜テレビネットワーク（株） 光ファイバ幹線敷設、放送エリア拡張

負担区分 国1/4　（事業主体3/4）

◎ 御荘警察署新庁舎等整備関連経費（警察本部） ４億１，２７９万円

現庁舎は老朽化、狭あい化が著しく、敷地も狭あいなため、新庁舎を移転整備する。
RC　4F　延面積 2,132.8㎡
南宇和郡御荘町平城（現庁舎前）
14年度～16年度
用地購入 面積 5,349.06㎡
設計調査 庁舎設計、地質調査

◎ 文化交流施設用地調査費（企画情報部　企画調整課） ２００万円

県民文化会館周辺地区に整備される文化交流施設建設用地の購入を検討するため、必要な
鑑定調査を行う。
（調査地点）
県民文化会館南側及び南東側

○ 三島川之江港金子地区港湾整備事業費（土木部　港湾海岸課） ２億３，０００万円
事業内容 改修事業 物揚場　Ｌ＝95m
全体計画 直轄事業 岸壁450m　護岸320ｍ　防波堤200ｍ

（県負担率　373/1000）
改修事業 防波堤150ｍ　物揚場770ｍ　浮桟橋3基等
（国4/10　県6/10）
公共継足事業 護岸845ｍ　埋立15.2ha
（県1/2　市1/2）

◎ 松山空港ターミナルビル省エネルギー設備導入事業費（企画情報部　交通対策課）
１，０７０万円

県地球温暖化防止指針に基づき、ＣＯ2排出削減のため、松山空港ビル（株）が実施するターミ
ナルビル省エネルギー設備導入事業に対し助成する。
事業主体 松山空港ビル（株）
事業内容 既存の変圧器を高効率の変圧器へ更新（12台→10台）

大型空調機にモーター制御のためのインバータ装置を設置（3台）
省エネルギー・環境改善効果

使用電力削減量 371,398.4kwh/年
ＣＯ2削減量 137.42トン/年
1/3

（ＮＥＤＯの地域省エネルギー普及促進対策費補助金を活用）
補 助 率

新庁舎の概要
建 設 場 所
建 設 時 期
事 業 内 容

（事業主体） （施設整備の内容）
宇和島市
新居浜市
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◎ 土壌汚染対策費（県民環境部　環境政策課） ４９４万円

メッキ工場跡地（重信町牛渕）の県道等で発見された六価クロムによる土壌汚染について、汚染
範囲を確定し、地下水等の安全性を継続的に監視するとともに、汚染土壌の処理計画を策定する。
土壌汚染現地確認調査 10回
水質モニタリング調査（地下水・河川水調査）10か所×6か月
土壌汚染対策先進地調査
汚染土壌処理計画の策定
土壌汚染範囲確認調査により判明した汚染土壌について、適切な処理を行うための
処理計画を策定する。（汚染原因者に負担を要請）
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５　産業の振興

(1)商工業・観光の振興

◎ 食品中微生物迅速検出技術開発研究費（経済労働部　中小企業課） ２８４万円

食品の微生物検査を迅速かつ正確に測定する方法を工業技術センターを中心とする産学官の
コンソーシアムにより開発し、食品製造業における生産効率の向上化等を図る。
事業内容 食品中微生物の迅速検出法の開発

微生物検出蛍光標識抗体開発及び検出法の検討
測定装置の開発、試作

開発体制

↑提案 ↓委託
【管理法人】 （財）えひめ産業振興財団
↓再委託
【共同研究開発実施者】 工業技術センター、愛媛大学、（独）産業技術総合研究所

石井工業（株）、アドバンテック（株）
助言

【アドバイザー】 松下電器産業（株）、日本食研（株）、四国乳業（株）

◎ 松山エリア産学官連携促進事業費（経済労働部　中小企業課） ２，１８７万円

産学官連携を推進し、松山エリアの産業の活性化に寄与するため、技術シーズの発掘や産業界
を交えた交流会を開催する。
新技術の研究開発テーマ
工業技術センター レーザー等の利用による異種金属の溶接技術開発など4テーマ
窯業試験場 砕石廃泥の坏土への利用技術開発

砕石廃泥を配合した坏土の開発と新しい配合による陶石の配合率
低減化

産学官連携促進事業運営委員会開催
実施主体 （財）えひめ産業振興財団
事業内容 事業全体の運営

次年度の可能性試験テーマについての産学官での調査研究

○ 企業立地促進事業費（経済労働部　企業振興課） ８，５５２万円

企業立地を促進し、雇用の確保や地域経済の活性化を図るため、13年度から拡充強化した企業
立地促進要綱等に基づき、指定工場に対し奨励金及び雇用促進助成金を交付する。
優遇措置の概要
企業立地促進要綱
奨励金 交付額 工場建設等に伴う投下固定資産額の一定割合（10～20％）

限度額 5億円（知事特認10億円）
雇用促進 交付額 県内新規雇用数（常用労働者）に50万円を乗じて得た額
助成金 限度額 1億円

事業用資産リース支援要綱
奨励金 交付額 土地・建物・設備等の適正な賃料の1/2相当額

限度額 年2千万円、5年間
雇用促進 交付額 県内新規雇用数（常用労働者）に50万円を乗じて得た額
助成金 限度額 1億円

交付対象
2企業 奨励金32,471千円、リース奨励金15,052千円、雇用促進助成金38,000千円

四 国 経 済 産 業 局
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〇 東京アンテナショップ整備事業費（経済労働部　観光課） １億５，０５０万円

首都圏における地域産品の販路拡大と観光振興を図るための情報発信拠点として、香川県と共
同で東京にアンテナショップを設置する。
（アンテナショップの概要）

新橋蔵前工業会館（東京都港区新橋2丁目）
ＪＲ新橋駅（駅銀座口から100ｍ）
1Ｆ176.66㎡ 2Ｆ316.44㎡ 合計493.1㎡
物産販売・イベント（1Ｆ） 飲食、観光及び交流、事務室（2Ｆ）
15年3月

◎ 新大阪事務所移転開設費（経済労働部　商工流通課） ３，４５８万円

大阪事務所の機能の充実強化を図るため、事務所を移転し、愛媛の観光、物産の情報発信の拠
点として、また在阪県人の身近な活動交流拠点としての整備を行う。
（新事務所の概要）

大阪市西区江戸堀1丁目
地下鉄四つ橋線肥後橋駅（駅出入口から50ｍ）
県民交流ラウンジ（17㎡）、商談・各種相談コーナー（15㎡）、
観光等情報提供コーナー（28㎡）、物産展示コーナー（50㎡）、
事務室（50㎡）　など計192㎡
14年12月

新たな機能 地域特産品の物産展、展示会等のイベントの開催
県、市町村等による観光キャンペーンの実施
県民、在阪県人の活動、交流の拠点となるラウンジ、商談コーナーの設置
近畿、中部圏の企業誘致活動の拡充　など

〇 南予地域観光振興イベント推進事業費（経済労働部　観光課） １，１５７万円

高速道路の宇和延伸を契機に、南予地域の町並を中心とする地域資源を活用した観光振興イ
ベントの平成16年の実施に向けて必要な事業を行う。
事業主体 県実行委員会
事業内容 自主企画イベントプログラム支援事業

南予一円での多様なイベント展開を図るうえで重要な役割を担う自主企画
イベントに対して、その準備・運営の各段階において必要な支援を行う。
委託先 実績とノウハウを有する専門会社
委託内容 プログラムの作成支援

広報宣伝
ホームページ作成（15年3月運用開始予定）
ＰＲ用ポスター制作費
Ｂ1版　　300部 （空港、ＪＲ駅、港等）
Ｂ2版　6,000部 （市町村、旅行業者等）

誘客促進事業
エージェントに対する旅行商品化の依頼　など

開設予定

開設場所
最 寄 駅
賃借面積
機 能

開設予定

移 転 先
最 寄 駅
賃借面積
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〇 花と浪漫のみち整備構想（南レク新整備計画）推進費（土木部　都市整備課） １２０万円

地域が主体となって設立されたホッと南レク活性化全体協議会において、地域の新たな取組み
の契機となるイベント（トライアル事業）を実施し、南レク地域の活性化を図る。
トライアル事業の名称
南予の郷　咲かせよう　もてなしの心（本年度第１回の全体協議会で決定）

事業概要

（参考）
ホッと南レク活性化全体協議会の概要
目的

構成 宇和島市、津島町、御荘町、城辺町、西海町、内海村、南レク（株）、県

〇 新製紙試験場（仮称）の開所準備（経済労働部　中小企業課） ２，４８７万円

試験場の機能 県内の紙産業の振興、高度化
県民の紙に対する理解促進

建設場所 川之江市妻鳥町
開所日 15年4月1日

（15年3月下旬落成式を実施）
施設の概要 管理研究棟 木造風ＲＣ3階建（2，562㎡）

実験棟 木造風ＲＣ2階建（1，927㎡）
研究交流棟 木造2階建 （2，814㎡） など

(2)農林水産業の振興

卸売市場施設整備事業費（農林水産部　農産園芸課） １億３，６６８万円

生鮮食料品等の流通の合理化・高度化を図るため、新居浜、西条、周桑の3市場を統合し、地域
流通の拠点として新たな市場を整備する。

（協）愛媛青果食品流通センター
（構成：新居浜青果（株）、西条青果(株）、（有）周桑青果市場、森実運輸（株））

市場の名称 地方卸売市場　愛媛青果食品流通センター（仮称）
市場の場所 西条市船屋

15年4月
売場施設（花き）（鉄骨造平屋建1,008㎡）
貯蔵・保管施設（冷蔵）（鉄骨造平屋建1,008㎡）
貯蔵・保管施設（常温）（鉄骨造平屋建800㎡）
市場管理センター（鉄骨造2階建1,008㎡）など

14年度事業 機能高度化施設（省力化設備、品質管理システム、情報処理設備）の整備
13年度～14年度
国1/4　県1/8　（事業主体5/8）

ヒーリングライン（花いっぱいの遍路みち）の形成に向け、地域住民の手により国道56号
沿線を中心に花木を植栽し、地域住民のボランティア意識の向上を図ることにより地元協
力体制を構築する。

南レク公園の新たな計画に地元意見を反映させ、市町村事業や地域の住民活動
と共同した公園事業の推進に資するとともに、地域の観光資源と連携した事業を
展開することにより、南レク地域の活性化を図る。

事業主体

開場予定
施設概要

期 間
負担区分
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◎ 新鮮えひめ野菜消費拡大事業費（農林水産部　農産園芸課） ２４５万円

県内野菜に対する理解を深め、県産野菜の消費の拡大を図る。
事業主体 県農業協同組合連合会
事業内容 推進協議会の開催

2回
検討内容 事業実施方針の検討、決定

市場関係者、量販店関係者との情報交換
野菜の本の作成
野菜の生産・流通・販売までの一連の流れを1冊にまとめ、えひめの安心・
安全な野菜のＰＲ、教育としての情報提供に活用

8,000部
県、市町村、農業協同組合、小学校等

野菜アドベンチャーの開催
一般消費者を募集して、県内各地へ招待し野菜の栽培から消費にいたるま
での体験活動を行う。

2回（10月、2月）
招待人数 小学生含む親子ペア200人

負担区分 国1/2　（事業主体1/2）

◎ 酪農高度化施設整備事業費（農林水産部　畜産課） ４９０万円

自動ほ育システムを導入することにより、ほ乳作業時間の短縮、労力の軽減を図るとともに、個体
管理による良好な発育の子牛生産を行う。
事業主体 東予市（実施主体　周桑農業協同組合）
自動ほ育システム（ほ乳ロボット：1台で最高40頭まで個体別に自動ほ乳できる装置）

負担区分 国1/2　（実施主体1/2）

認定農業者、担い手に対する融資制度の充実 ３１５万円

◎ 農業信用基金協会特別準備金積立補助金（農林水産部　団体指導課） １２０万円

適切な経営改善計画を策定した担い手に対する無担保・無保証人で機関保証を行う制度
を確立するため、基金協会が行う特別準備金の積立に対して助成する。
農業信用基金協会への補助金　1,198千円
（対象資金名） （保証残高見込額）（特別準備金積立額） （負担区分）
農業近代化資金 200,000千円 1,240千円 国1/3　県1/3　（基金協会1/3）
農業改良資金 　50,000千円 310千円 国1/2　県1/2
就農支援資金 10,000千円 62千円 国2/3　県1/3
計 260,000千円 1,612千円

特別準備金の取崩し
求償権の償却に要する経費又は求償権の回収に当たり求償権債務者が負担すべ
き費用で、求償権債務者から支払を受けられないものの支払に要する経費に充てる
場合取崩し可

◎ 農業信用基金協会出資金（農林水産部　団体指導課） １９５万円

担い手のリスク性の高い取組みへの支援を目的に、新たに農協等民間金融機関の転貸方
式による農業改良資金の貸付を実施するとともに、当該貸付を農業信用基金協会の債務保
証の対象とするため、必要な出資を行う。
農業信用基金協会への出資金　1,950千円（保証見込額6千万円に対する出資）
（農業改良資金の改正概要）
貸付方式 農協の転貸方式を追加
機関保証 個人1,800万円（担い手1,500万円）、法人3,600万円（担い手3,000

万円）まで保証
負担区分 国1/2　県1/2

配 布 先

回 数

内蔵コンピューターにより、1日のほ乳量やほ乳回数、1回の最大給与量等を抑制し、乳
摂取量などの情報を個体毎に管理・記録可

回 数

部 数
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〇 加工原料用果実価格安定対策事業費（農林水産部　農業園芸課） ７７１万円

晩かん類の加工原料用果実の取引価格が低落した場合､生産者に補給金を交付するための生
産者積立金に要する経費の一部を補助する。
事業主体 （社）県果実生産出荷安定基金協会
事業内容 対象果実(果汁原料用なつみかん、いよかん、はっさく）の平均取引価格が保証基

準価格を下回った場合､その差額の9割を補給する。
負担区分 県1/4　(国1/2　生産者団体1/4）

○ 野菜生産出荷安定資金造成事業費(農林水産部　農産園芸課） ８，５３９万円

野菜価格が低落した場合､価格保証を行う野菜価格安定事業に必要な資金を造成する。
指定野菜価格安定対策事業(国制度)
事業主体 野菜供給安定基金
事業内容 国の指定を受けた一定規模(露地野菜25ha)以上の産地が､国の指定する市

場へ出荷した野菜について、基準価格と販売価格との差額の9割を補てんす
る。

事業対象 県内26指定産地(キャベツ､たまねぎなど12品目)
負担区分 国60/100　県20/100　(生産者団体20/100）

特定野菜等価格安定対策事業(国制度)
事業主体 (社)県野菜価格安定基金協会
事業内容 国の指定を受けた一定規模(露地野菜5ha)以上の産地が､国の指定する市場

へ出荷した野菜について、基準価格と販売価格との差額の8割を補てんする。
事業対象 県内30産地(生しいたけ、えだ豆など15品目)
負担区分 国1/3　県1/3　(生産者団体1/3）

野菜価格安定基金造成事業(県制度)
事業主体 (社）県野菜価格安定基金協会
事業内容 国の指定を受けない産地や､国の指定する市場以外の県内市場への出荷野

菜について、基準価格と販売価格の差額の８割を補てんする。
事業対象 県内21産地(きゅうり､トマトなど7品目)
負担区分 県50/100　(市町村25/100　生産者団体25/100）

○ 肉用牛肥育経営安定対策事業費(農林水産部　畜産課) ６，４４１万円

肉用牛肥育経営農家が生産する枝肉価格が低落した場合、農家に補填金を交付するための生
産者積立金に要する経費の一部を助成する。

（社）県畜産会
3年間（13年度～15年度）
肥育牛1頭当りの推定所得が国の定める基準家族労働費を下回った場合、
下回った額の8割を生産者に補てんする。
県1/8　（国3/4　生産者1/8）

肉畜価格安定事業費（農林水産部　畜産課） １，５８４万円

肉用子牛の市場価格が低落した場合、農家に補填金を交付するための生産者積立金に要する
経費の一部を助成する。

（社）県肉畜価格安定基金協会
5年間（12年度～16年度）
肉用子牛の平均売買価格が国の定める合理化目標価格を下回った場合、
平均売買価格との差額の9割を生産者に補てんする。
県1/4　（国1/2　生産者1/4）

事 業 内 容
業務対象年間
事 業 主 体

負 担 区 分

負 担 区 分

事 業 主 体
業務対象年間
事 業 内 容
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○ 肉豚価格安定事業費(農林水産部　畜産課) ６，２５５万円

肉豚価格が低落した場合、生産者に補給金を交付するための生産者積立金に要する経費の一
部を助成する。
事業主体 (社)県肉畜価格安定基金協会
事業内容 豚肉価格が低落し地域肉豚保証価格(再生産を確保できる額)を下回った場合、

下回った額の9割を生産者に補てんする。
負担区分 県1/3　(生産者2/3）

〇 水産業共同利用施設設置事業費（農林水産部　水産課） ３，５５８万円

（事業主体） (事業種目) (補助率)
（今治市） 水産廃棄物処理施設（魚箱減容施設）
（宮窪町） 漁船漁具保全施設（粉塵等飛散防止施設）
（中島町） 漁船漁具保全施設（漁船上架施設） 県4/10
（三瓶町） 製氷冷蔵施設 （限度額10,000千円）
（宇和島市） 製氷冷蔵施設（機能改良・増設）

種苗中間育成施設（アコヤ貝種苗生産施設）

宮窪町漁協
中島三和漁
三瓶湾漁港
宇和島漁協
内 海 村

桜 井 漁 協
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６　教育・文化の振興

◎ 中高一貫校開校準備費（教育委員会　高校教育課） ４，８１５万円

15年度から、県立高等学校に併設型の中高一貫教育を導入するため、中学校の開校に必要な
設備等の整備を図る。
設備･備品等の整備の基本方針
中学校開校までの準備及び開校当初に必要となる設備･備品等の整備
図書の冊数は学級数に応じた文部科学省の整備基準に合わせたもの
3年間の学年進行、18年度中等教育学校移行を考慮した整備

県立学校校舎整備事業費(教育委員会　高校教育課) ５，５３７万円

改築計画に基づく15年度の校舎改築工事を円滑に実施するため、今年度に設計を完了させる
とともに、必要な仮設校舎を設置する。
改築対象

（学校名） （対象建物） （現行） （改築計画）
本館 T15築　 RC2F 木造2F 1,332㎡
特別教棟 S37築　 RC3F RC4F 2,019㎡
本館 S34、38築　 RC3F RC（木質）4F 3,127㎡

仮設校舎
プレハブ造1F 194㎡ (１室）
プレハブ造2F 1,847㎡ （19室）

特殊教育設備整備費（教育委員会　障害児教育課） ７４２万円

盲・聾・養護学校において、障害に適応した教育を実施するうえで必要な設備を計画的に整備
する。
（学校名） （購入品目）
第三養護学校 ビデオ設備一式（ビデオ調整卓、テレビカメラ　など）
今治養護学校 ビデオ設備一式（ビデオ調整卓、ビデオレコーダー　など）
負担区分 国1/2　県1/2

◎ 水産実習船竣工式典費（教育委員会　高校教育課） ４５８万円

竣工式（船内視察も実施）
場所 宇和島港樺崎1号フェリー岸壁

県内巡航
巡航予定港 宇和島港、八幡浜港、新居浜港、今治港、松山港

 私立学校運営費補助金（総務部　行政私学課） ６億７，００７万円

1人当たり補助額 （高等学校） （中学校） （幼稚園 [満3歳児分]）
14年度 311,540円 273,740円 151,640円 [75,820円]
引上額 9,660円 9,340円 6,820円 [3,410円]
伸び率 3.2％ 3.5％ 4.7％ [4.7％]

生徒数（14年度） 9,679人 1,017人 15,678人 [433人]

私立高等学校等施設高機能化整備費補助金（総務部　行政私学課） １２８万円

（学校名） （事業内容）
新田高等学校 情報教室整備（改修工事）
帝京第五高等学校冨士校 情報教室整備（改修工事）
負担区分 県1/6　（国2/6　事業主体1/2）

松山工業

松山商業
松山商業

今 治 南

松山商業
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○ 私立幼稚園施設整備事業費補助金（総務部　行政私学課） １，８５１万円

事業主体 学校法人　あおい学園（北条幼稚園）
事業内容 （区分） （構造） （面積）

 改築 耐火被覆鉄骨造2階建  490㎡
負担区分 県1/3　（国1/3　事業主体1/3）

重要文化財等保存修理費補助金（教育委員会　文化財保護課） ２，０９７万円

国指定文化財等の所有者等が行う保存修理事業等に対し助成する。
(交付先） (事業内容)

本殿他保存修理、美術工芸品（太刀）保存修理
防災施設等設置
石塔保存修理
美術工芸品（鎧）保存修理
史跡宇和島城保存整備、宇和島伊達家関係文書調査
史跡能島城跡保存整備
史跡河後森城跡保存整備

遺跡発掘調査
遺跡発掘調査
旧等妙寺跡発掘調査

補助率 国庫補助残額の1/3

７　その他

〇 知事選挙費（総務部　市町村課） ７億５，１６２万円

15年1月27日
任期満了日前30日以内

選挙会経費、選挙公報発行費等
投・開票所経費、ポスター掲示場費等
新聞広告公営費、政見放送公営費等公営等負担分

県 分
市 町 村 分

八日市護国伝統的建造物群保存地区保存修理

広 見 町

経 費

今 治 市

選挙執行期限
任 期 満 了 日

東 予 市

伊 佐 爾 波 神 社
太 山 寺
乗 禅 寺
大 山 祇 神 社
宇 和 島 市
宮 窪 町
松 野 町
内 子 町
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